
[bookmark: _Toc440535026]第１号様式

東京都知事　　殿

確　認　書

東京都（以下、「都」とする。）が実施する令和８年度ＣＯ２サプライチェーン構築に係る実現可能性調査に応募するにあたり、申請書に虚偽記載がないこと、応募者が下記を含む公募要領記載の応募要件の全てを満たしていることを確認しました。

記

１	次の（１）～（３）の全ての要件を満たします。 
（１）次のア～ウいずれかに該当する日本国内の団体であること。
　　　　ア　都内に本店又は支店・営業拠点を有する法人
　　　　イ　都内排出源から回収するＣＯ２を利活用するサプライチェーン構築に係る実現可能性調査の実施が可能である法人
　　　　ウ　その他、都が必要と認める者
　　　　　　（必要理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（２）機密情報の取扱いについて、適切な手段・方法で保護できる体制を有していること。

２	本事業に応募する団体（以下、「応募者」という。）は、応募時から事業終了時まで、次の（１）から（12）までの全ての要件を満たします。
（１）同一のテーマ・内容・対象経費で、国、都道府県、区市町村等から補助を受けていないこと、あるいは、過去に受けていないこと。
（２）協定事業の実施にあたり、法令等に違反する事実がないこと。
（３）日本国内において税金の滞納をしていないこと。
（４）日本国内の公的機関等との契約における重大な違反がないこと。
（５）会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）による申立て等、協定事業の継続性について不確実な状況が存在しないこと。
（６）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号及び第２項各号の規定のいずれかに該当しないこと。
（７）東京都競争入札参加有資格者指名停止等取扱要綱（平成18年４月１日付17財経総第1543号）に基づく指名停止又は競争入札参加資格の取消しの期間中でないこと。
（８）公共の安全及び福祉を脅かすおそれがないこと。
（９）政治活動、宗教活動、選挙活動を事業目的としていないこと。
（10）暴力団（東京都暴力団排除条例（平成 23 年東京都条例第 54 号。以下「暴排条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）に該当せず、又は法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力団員等（暴力団並びに暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。）に該当する者がないこと。
（11）東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和62年１月14日付61財経庶第922号）第５条第１項の規定に基づく排除措置の期間中でないこと。
（12）過去の業務その他の事情において、都が負担金を交付するにふさわしくないと判断する事実が存在しないこと。

以上

令和　　年　　月　　日
住所：
名称：
代表者名： 　　　　 　　　　　　　　　　　　　


第２号様式

年　　月　　日

東　京　都　知　事　　殿

所在地
応募者名
代表者名


令和８年度　ＣＯ２サプライチェーン構築に係る実現可能性調査　公募申請書


　　　
　　　「令和８年度　ＣＯ２サプライチェーン構築に係る実現可能性調査公募要領」に記載された内容に同意したうえで、下記のとおり関係書類を添付して応募します。

記

１　応募コース（以下から１つを選択し、調査の候補とする排出源を記載すること）
1  都指定施設（東京二十三区清掃一部事務組合が管理する清掃工場）を排出源とした実現可能性調査
（候補とする清掃工場：　　　　　　　　　　　　　）
　② 都指定施設以外を排出源とした実現可能性調査
　　 （候補とする都内排出源：　　　　　　　　　　　　）

２　関係書類
①確認書（第１号様式）
②事業者提案書（第３号様式）
③資金計画書（第３号様式の２）
④会社概要（設立年月日、資本金、組織図、役員名簿、事業内容、年間売上高等）
⑤法人の履歴事項全部証明書（写し）（発行日から３か月以内のものに限る。）
⑥納税証明書（法人事業税及び法人都民税）（直近１年分）
⑦財務状況（決算書、勘定科目内訳書、法人事業概況説明書等）（直近１か年分）
⑧ＣＯ２関連産業に資する取組実績を示す書類
⑨構成事業者一覧（第４号様式）
※代表事業者のほか構成事業者が含まれる場合は、①、④、⑤、⑥、⑦、⑧の書類を全事業者分提出してください。
※添付する書類に応じて、記載してください。



第３号様式

事業提案書

１　本事業の実施について
本事業の実施に当たって、次の項目に係る考え方を示してください。なお、以下の項目は例示ですので、内容が具備されていれば適宜変更・追加することも可能です。パワーポイントなど別紙で記載しても構いませんが、いずれの形式においてもＡ４資料、30ページ以内で作成としてください。
なお、提案書の記載に当たっては、審査項目及び審査の視点を満たしていることが分かるように記載してください。また、参考資料がある場合には、適宜添付してください。
【記載内容（想定）】
（１）全体コンセプト（ビジョン）
・応募者が提案する取組の目的・位置付けのほか、想定するサプライチェーン構築の意義・重要性等について記載してください。
・ＣＯ２サプライチェーンを構成する技術等の先進性や独自性、実現性等を記載してください。
（２）事業計画
・コンソーシアム組成、調査項目、小規模実証、法規制の整理など、サプライチェーン構築に係る実現可能性調査に向けた一連のスケジュールについて、四半期ごとに分けて記載してください。
（３）実施体制
　　・各事業者の役割を示しつつ、体制図等により記載してください。
・複数の事業者で本事業を実施する場合は、それぞれの役割分担を明示するとともに、代表事業者を記載してください。
・現時点で協力事業者等が未確定の箇所がある場合には、それが分かるように明記してください。
（４）事業推進力
　　・応募者が提案する取組と関連する取組を自らが先行的に行っている場合又は過去に行った経験がある場合には、その状況（成果等）を具体的に記載してください。
　　・責任者が十分な経歴や実績等を有しているかを記載してください。
（５）期待される効果
　　・応募者の取組の結果、期待される経済的効果及びＣＯ２削減効果を具体的に記載してください。
　　　(経済的効果の想定例)新規産業創出の可能性、市場・業界への波及効果、都内企業への受注効果
　　　(ＣＯ２削減効果の想定例)温室効果ガスの削減量

２　本事業の資金計画（第３号様式の２）
第３号様式の２により記載してください。
なお、記入欄は適宜変更・追加していただいて構いません。

３　その他
本事業で実施する取組等について、本事業終了後に自走化させるための方策や、現時点で想定される
課題等を記載してください。


第４号様式

構成事業者一覧

【代表事業者】
	法人名
	

	代表者　職・氏名
	

	所在地
	事業所名：
主たる都内住所：



＜申請者情報＞
	連絡先所在地：（〒   -    ）


	担当部署（役職）：

	担当者名：

	電話番号：

	E-mail：



＜応募要件に係る確認＞
　ＦＳに含める技術やサプライチェーンに関する補助の採択実績を記載してください。
	実施団体名
	事業名
	補助対象期間

	
	
	

	
	
	



　本事業の申請時に、本事業と同様の趣旨の補助等に申請を行っている場合は、その事業について記載してください。
	実施団体名
	事業名

	
	

	
	



※記入欄が足りない場合は適宜追加し記載してください。










【構成事業者】※構成事業者が複数となる場合は１社ごとに全ての構成事業者について記載してください。
	法人名
	

	代表者　職・氏名
	

	所在地
	

	本事業における役割
	





＜申請者情報＞
	連絡先所在地：（〒   -    ）


	担当部署（役職）：

	担当者名：

	電話番号：

	E-mail：



＜応募要件に係る確認＞
　ＦＳに含める技術やサプライチェーンに関する補助の採択実績を記載してください。
	実施団体名
	事業名
	補助対象期間

	
	
	

	
	
	


　本事業の申請時に、本事業と同様の趣旨の補助等に申請を行っている場合は、その事業について記載してください。
	実施団体名
	事業名

	
	

	
	



※記入欄が足りない場合は適宜追加し記載してください。



第５号様式
質問票

	名称
	

	所在地
	

	担当者
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


　　
　　質問事項１項目ごとに作成願います。　　
	送付日
	年　　月　　日

	質問内容
	




1

2
